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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第15期
第２四半期
連結累計期間

第16期 
第２四半期
連結累計期間

第15期
第２四半期
連結会計期間

第16期 
第２四半期
連結会計期間

第15期

会計期間

自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成22年 
　　１月１日 
至　平成22年 
　　６月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　12月31日

営業収益 (百万円) 60,334 23,177 47,571 17,984 77,831

経常利益 (百万円) 6,552 2,918 7,885 2,864 225

四半期純利益又は四半期
(当期)純損失(△)

(百万円) △8,840 △535 6,650 116 △18,438

純資産額 (百万円) ― ― 42,427 55,091 54,525

総資産額 (百万円) ― ― 212,869 200,924 218,603

１株当たり純資産額 (円) ― ― 59,575.7038,206.0138,577.82

１株当たり四半期純利益
又は四半期(当期)純損失
金額(△)

(円) △13,887.30△442.0010,446.83 96.16△23,968.93

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― 9,626.86 98.27 ―

自己資本比率 (％) ― ― 17.8 23.0 21.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 47,692 15,684 ― ― 54,553

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 29 △5,293 ― ― △10,980

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △49,708 △18,338 ― ― △37,809

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 13,959 13,746 21,665

従業員数 (名) ― ― 168 156 159

　　(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　　　　　　しておりません。

　　　２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

　　　３　第15期第２四半期連結累計期間、第16期第２四半期連結累計期間及び第15期潜在株式調整後１株当たり

　　四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在しますが１株当たり四半期（当期）純損失であ

　　るため記載はしておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。 

　また、主要な関係会社についても異動はありません。 

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。

名称 異動内容 住所
資本金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合

（%）

関係内容

（持分法適用関連会社）
㈱マックスリアルティー
（注）２

新規 東京都中央区 150
アセットマネジ
メント事業

15.0
不動産ファンドのア
セットマネジメント
役員の兼任１名

（持分法適用関連会社） 
㈱コマーシャル・アール
イー　（注）３,４

除外 東京都中央区 3,254
アセットマネジ
メント事業

29.5
不動産ファンドのア
セットマネジメント
役員の兼任１名

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　　 ２　持分は、100分の20未満でありますが、実質的に影響力を有していると認められるため、持分法適用の関連会社と

しております。

     ３　有価証券報告書の提出会社であります。

     ４　民事再生法の規定による再生手続開始の決定を受けており、かつ、実質的に影響力を有しているとは認められ

なくなったことから、持分法適用の関連会社から除外しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 156

(注)　従業員数については、就業人数を記載しており、受入出向者数を含めております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 49

(注)　従業員数については、就業人数を記載しており、受入出向者数を含めております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、不動産投資アドバイザリー事業、不動産投資事業、アセットマネジメント事業、債権投

資マネジメント事業を主体としており、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はし

ておりません。

　

(2) 受注実績

当社グループは、受注生産を行っておりませんので、受注実績の記載はしておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年６月30日)

金額（百万円） 前年同四半期比（％）

不動産投資アドバイザリー事業 664 171.4

不動産投資事業 15,923 35.8

アセットマネジメント事業 1,044 113.4

債権投資マネジメント事業 351 20.0

合計 17,984 37.8

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

     ２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　 　
相手先

前第２四半期連結会計期間 
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年６月30日)

　 　 金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

　 　 ゲートウェイ特定目的会社 35,498 74.6 ― ―

　 　 合同会社トランザムアルファ ― ― 10,009 55.7

　　 ３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

 

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。なお、当第２四半期

連結会計期間末後に伊藤忠商事株式会社と資本・業務提携契約を締結しております。詳細は「第５　経理の

状況　１．四半期連結財務諸表」の重要な後発事象をご参照ください。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出産業を中心とした一部の企業収益の改善や個

人消費に持ち直しの動きが見られる等、緩やかな回復傾向にあるものの、自律的回復力はなお弱く、海外

経済の下振れ懸念や物価の下落基調が続いていることから、企業収益環境や雇用・所得環境については、

依然不透明な状況が続いております。 

  当社グループが属する不動産及び不動産金融業界におきましては、資金調達環境に改善傾向が見られ、

また、J-REITによる物件取得が再開される等、不動産市場の流動性に回復の兆しが出てきており、足下で

は正常化に向かってはおりますが、完全には事業環境の不透明さを払拭するに至っておりません。 

　こうした中、当社グループでは急激な事業環境の変化に柔軟に対応すべく、受託資産残高の成長、バラン

スシートのスリム化、安定的な収益構造の構築を柱とした中期経営計画の方針に沿って諸施策を着実に

実行しております。平成22年２月には、当社グループ及び事業環境の変化に伴う中期経営計画の見直しを

行い、アセットマネジメントビジネスへの回帰という基軸を維持しつつ、受託資産残高の成長スピードを

上方修正する等、その実現に向けた取り組みの更なる強化を図っております。 

　特に本邦不動産への投資意欲を有する国内外の投資家に対して、優良案件の発掘と投資機会の提供に注

力し、アセットマネジメント業務の機能を強化しながら、継続的な受託資産の増加を達成しております。 

  平成22年５月には、年金基金等の韓国機関投資家の資金により、資産規模約100億円の不動産私募ファ

ンドの組成及び当該ファンドへの自己勘定保有物件の組入れを実現し、以降もシンガポールの上場ヘル

スケアリートへ有料老人ホームポートフォリオの一部約30億円を売却する等、着実にファンド組成等を

通じてバランスシートのスリム化を図ってまいりました。 

  また、平成22年４月に外部機関投資家が売却したポートフォリオの一部、資産規模約130億円について

新規にアセットマネジメント業務を受託すると共に、同年５月には更生会社パシフィックホールディン

グス株式会社等への支援実行を開始しております。 

  こうした活動を通じて、当社グループが受託するアセットマネジメント受託残高も順調に増加し、平成

22年６月末現在約10,300億円（前連結会計年度末比900億円、9.6％の純増加）となっており、中期経営計

画の柱であるバランスシートのスリム化と受託資産残高の成長を同時に促進することができました。 

　財務面におきましては、平成22年６月に株式会社三井住友銀行と株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を共同ア

レンジャーとする、期間３年の146億円のシンジケートローン契約を締結いたしました。こうした長期の

安定的な資金を獲得することにより、資金調達を安定させ、借入返済の為の無理な物件売却を避けると同

時に、物件保有期間中の安定的な賃料収益の確保を実現しました。 

　しかしながら、一方で、バランスシートのスリム化を進めるに当たり、海外不動産保有の連結子会社の整

理損失及び固定資産の譲渡に伴う損失を中心に、特別損失として18億円を計上したこと等の影響から、当

第２四半期連結会計期間の営業収益は前年同四半期比62.2％減の17,984百万円となり、営業利益、経常利

益及び四半期純利益はそれぞれ3,989百万円（前年同四半期比58.2％減）、2,864百万円（前年同四半期

比63.7％減）、116百万円（前年同四半期比98.2％減）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

①不動産投資アドバイザリー事業

不動産投資アドバイザリー事業につきましては、アクイジションフィー等のフィー収入が増加した他、

匿名組合分配損益の計上が堅調に推移いたしました。この結果、営業収益は719百万円（前年同四半期比

81.6％増）、営業利益は429百万円（同134.9％増）となりました。

　

②不動産投資事業

　不動産投資事業につきましては、年金基金等の韓国機関投資家の資金により組成された私募ファンドへ

自己勘定保有物件の組入れを行ったものの、前年同四半期は当社開発物件である江東区東雲所在の大型

オフィスビル「ＫＤＸ豊洲グランスクエア」をはじめとした不動産売却収入を計上したことから、不動

産売却収入が大幅に減少いたしました。また、バランスシートの圧縮に伴い、賃貸事業収入が減少いたし

ました。この結果、営業収益は15,923百万円（前年同四半期比64.2％減）、営業利益は2,673百万円（同

69.7％減）となりました。
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③アセットマネジメント事業

アセットマネジメント事業につきましては、受託資産の増加に伴い、管理報酬であるアセットマネジメ

ントフィーが順調に増加いたしました。この結果、営業収益は1,394百万円（前年同四半期比4.6％増）、

営業利益は995百万円（同17.9％増）となりました。

　

④債権投資マネジメント事業

債権投資マネジメント事業につきましては、買取債権の売却収入が減少したものの、成功報酬であるイ

ンセンティブフィーや匿名組合分配損益が増加した結果、営業収益は351百万円（前年同四半期比80.0％

減）、営業利益は184百万円（前年同四半期は73百万円の営業損失）となりました。

　

(2）財政状態

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて17,678百万円減少し、200,924百

万円となりました。これは主に、自己勘定物件が物件売却等により15,821百万円減少したことの他、有利

子負債の返済による現金及び預金の減少があったこと等によるものであります。 

　負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べて18,244百万円減少し、145,832百万円となりまし

た。これは主に、有利子負債の減少によるものであります。 

　純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べて566百万円増加し、55,091百万円となりました。

これは主に、第１四半期連結会計期間に計上した四半期純損失の計上を中心に利益剰余金の減少が592百

万円あったものの、少数株主持分が1,002百万円増加したことによるものであります。なお、少数株主持分

は、主に、当社グループが連結したファンドに対する当社グループ以外の顧客投資家の出資持分でありま

す。 

　また、物件の取得にあたり連結子会社においてノンリコースローンによる資金調達を行う場合がありま

すが、当該ノンリコースローンは物件を保有している子会社を対象に融資され、返済原資はその子会社が

保有する資産に係るキャッシュフローの範囲内に限定されるため、当社グループの有利子負債への依存

の分析にあたっては、当該ノンリコースローンの影響を控除する必要があります。 

　有利子負債の自己資本に対する比率（デット・エクイティ・レシオ）の推移は以下の通りです。 

 

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年６月期

有利子負債① 106,630 238,269 202,806 153,038 134,313

（うちノンリコースローン②） (29,640)(120,366)(78,528)(68,419)(64,284)

純資産③ 39,794 80,488 57,558 54,525 55,091

現金及び預金④ 34,390 39,369 11,872 18,291 12,147

純有利子負債⑤(①-②-④） 42,599 78,533 112,404 66,327 57,881

 ノンリコースローン控除後
 ネット・デット・エクイテ
 ィ・レシオ⑤/③(%)

107.0 97.6 195.3 121.6 105.1
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(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により15,489百万円増加し、投

資活動により222百万円減少し、財務活動により16,000百万円減少いたしました。この結果、当第２四半期

連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ、703百万円減少し

13,746百万円となりました。

　

①営業活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間において営業活動の結果、得られた資金は、15,489百万円（前年同四半期比

61.8％減）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益を1,048百万円計上したこと、たな卸資

産の減少が10,798百万円あったこと、法人税等の還付額が1,060百万円あったこと等によるものでありま

す。

　

②投資活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間において投資活動の結果、使用した資金は、222百万円（前年同四半期比

76.3％減）となりました。これは主に、有形固定資産の売却による収入が2,934百万円あったものの、有形

固定資産の取得による支出が1,833百万円あったこと、関係会社株式の取得による支出が496百万円あっ

たこと等によるものであります。

　

③財務活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結会計期間において財務活動の結果、使用した資金は、16,000百万円（前年同四半期比

57.6％減）となりました。これは主に、自己勘定物件の売却に伴う借入金の減少や社債の償還による支出

があったことによるものであります。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　
　

(5)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,400,000

計 2,400,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,211,982 2,291,186
東京証券取引所
(市場第一部)

（注）１

計 1,211,982 2,291,186― ―

(注)１　単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

    ２　提出日現在発行数には、平成22年８月１日以後提出日までに新株予約権の行使により発行された株式数は含ま

れておりません。

　　３　平成22年７月15日開催の取締役会決議に基づく公募による新株式の発行により、平成22年８月３日を払込期日と

して発行済株式総数が1,019,204株増加しております。 

　　４　平成22年７月15日開催の取締役会決議に基づく伊藤忠商事株式会社に対する第三者割当による新株式の発行によ

り、平成22年８月４日を払込期日として発行済株式総数が60,000株増加しております。 
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　新株予約権

（2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債）

取締役会決議日（平成18年11月28日）

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数 11個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(注)３ 349株

新株予約権の行使時の払込金額(注)１,２,３,４ 314,934円10銭

新株予約権の行使期間
平成19年１月５日から
平成23年12月１日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(注)１,２,３

発行価格　　314,934円10銭
資本組入額　　　157,467円

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はできないも
のとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 ―

代用払込みに関する事項 (注)５

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)６

新株予約権付社債の残高(百万円) 110

　

（2012年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債）

取締役会決議日（平成21年10月９日）

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数 20,933個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 52,306株

新株予約権の行使時の払込金額(注)４ 40,020円

新株予約権の行使期間
平成21年11月24日から
平成24年10月26日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

　発行価格　　　40,020円
　資本組入額　　20,010円

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はできないも
のとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 ―

代用払込みに関する事項 (注)５

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)６

新株予約権付社債の残高(百万円) 2,093
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(注)１　平成19年９月３日付の公募増資に伴い、払込金額、発行価額及び資本組入額を調整しております。

２　平成21年10月26日付の増資に伴い、払込金額、発行価額及び資本組入額を調整しております。

３　平成19年７月１日付の株式分割に伴い、新株予約権の数、株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額を調整し

ております。

４　転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る価額で当社普通株式を発行し又

は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、次の算式により調整しております。なお、次の算式におい

て、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）の総数であります。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
既発行株式数＋

発行又は
処分株式数

×
１株当たりの発行
又は処分価額

時価

既発行株式数＋発行又は処分株式数

　　また、転換価額は、当社普通株式の分割（無償割当てを含む。）又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額を

もって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発行が行

われる場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整しております。

５　新株予約権の行使に際し、当該新株予約権に係る本社債を出資するものとします。

６　当社が組織再編行為を行う場合、当社は承継会社等をして、承継会社等の新株予約権の交付をさせるよう最善の

努力を尽くすことを定めておりますが、その主な条件は以下のように定めております。

(1) 交付される承継会社等の新株予約権の数

当該組織再編行為の効力発生日直前において残存する本新株予約権付社債の本新株予約権付社債所持人

が保有する本新株予約権の数と同一の数とします。

(2) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

(3) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編行為の条件

を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定する他、以下に従う。なお、転換価額は、時価を下回

る新株発行を行った場合と同様の調整に服する定めがあります。

（i）合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社等の新株

予約権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に

得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編行為において受領する承継会社等の普通株式の

数を受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編行為に際して承継会社等の普通株式以外の

証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の公正な市場価値（独立のフィナン

シャル・アドバイザーに諮問し、その意見を十分に考慮した上で、当社が決定するものとする。）を

承継会社等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領

できるようにする。

（ii）その他の組織再編行為の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約

権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新

株予約権付社債の所持人が得ることのできる経済的利益と同等の経済的利益（独立のフィナンシャ

ル・アドバイザーに諮問し、その意見を十分に考慮した上で、当社が決定するものとする。）を受領

できるように、転換価額を定める。

(4) 承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法

承継会社等の新株予約権１個の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、承継会社等の新株予約権

１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の額面金額と同額とする。

(5) 承継会社等の新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編行為の効力発生日又は承継会社等の新株予約権を交付した日のいずれか遅い日から、本新株

予約権の行使期間の満了日までとする。

(6) 承継会社等の新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はできないものとする。

(7) 承継会社等の新株予約権の取得条項

承継会社等の新株予約権の取得条項は定めない。

　

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　平成22年４月１日～
平成22年６月30日

― 1,211,982 ― 23,787 ― 24,046

(注)１　平成22年８月３日を払込期日とする公募による新株式の発行により、発行済株式総数が1,019,204株、資本金及

び資本準備金がそれぞれ7,089百万円増加しております。

(注)２　平成22年８月４日を払込期日とする伊藤忠商事株式会社に対する第三者割当による新株式の発行により、発行

済株式総数が60,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ445百万円増加しております。

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ジェーピーモルガンチェース 
オッペンハイマー ジャスデック
レンディング アカウント
（常任代理人  株式会社三菱東
京UFJ銀行）

6803　S.TUCSON　WAY　CENTENNIAL,CO 80112,U.
S.A.
（東京都千代田区丸の内２-７-１）

60,000 4.95

ゴールドマン・サックス・アン
ド・カンパニーレギュラーアカ
ウント
（常任代理人　ゴールドマン・
サックス証券株式会社）

200 WEST STREET NEW YORK,NY,USA
 
（東京都港区六本木６-10-１六本木ヒルズ森
タワー）

55,210 4.55

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１-２-10 54,528 4.49

ザ チェース マンハッタン バン
ク 385036   
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

360 N.CRESCENT DRIVE BEVERLY HILLS, CA
90210 U.S.A.
（東京都中央区月島４-16-13）

39,998 3.30

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインク
（常任代理人　モルガン・スタン
レーMUFG証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 10036,
U.S.A.
（東京都渋谷区恵比寿４-20-３恵比寿ガーデ
ンプレイスタワー）

31,172 2.57

ゴールドマンサックスインター
ナショナル
（常任代理人　ゴールドマン・
サックス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K
 
（東京都港区六本木６-10-１六本木ヒルズ森
タワー）

24,616 2.03

ビービーエイチ フォー バリア
ブル インシュランス プロダク
ツ エフディースリー エムアイ
ディー キャップ ポート
（常任代理人 株式会社三菱東京
UFJ銀行）

82 DEVONSHIRE STREET BOSTON MA 02019 U.
S.A.
（東京都千代田区丸の内２-７-１）

22,945 1.89

ドイチェ バンク アーゲー ロン
ドン ピービー ノントリティー 
クライアンツ 613
（常任代理人 ドイツ証券株式会
社）

TAUNUSANLAGE 12,D-60325 FRANKFURT AM
MAIN,FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY
（東京都千代田区永田町２-11-１山王パーク
タワー）

20,855 1.72

ユービーエス エージー ロンド
ン アカウント アイピービー セ
グリゲイテッド クライアント 
アカウント
（常任代理人　シティバンク銀行
株式会社）

AESCHENVORSTADT　48　CH-4002　BASEL
SWITZERLAND
 
（東京都品川区東品川２-３-14）

20,474 1.68

メロン バンク エヌエー トリー
ティー クライアント オムニバ
ス
（常任代理人　株式会社三菱東京
UFJ銀行）

ONE MELLON BANK CENTER, PITTSBURGH,
PENNSYLVANIA
（東京都千代田区丸の内２-７-１）

19,000 1.56

計 ― 348,798 28.74
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１．    当第２四半期会計期間において、野村證券株式会社他３社から、以下のとおり、平成22年７月５日付で提出され

た大量保有報告書（変更報告書）により平成22年６月30日現在で152,292株を保有している旨の報告を受けてお

りますが、株主名簿の記載内容の確認ができないため、当社としては実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 △5,358 △0.44

NOMURA INTERNATIONAL PLC
Nomura House,1 St.Martin's-le-Grand
London EC1A 4NP,UK

152,992 12.49

NOMURA SECURITIES 
INTERNATIONAL,Inc.

2 World Financial Center,Building B New
York,NY 10281-1198

196 0.02

野村アセットマネジメント株式
会社

東京都中央区日本橋一丁目12番１号 4,462 0.37

合計 ― 152,292 12.44

(注)　　NOMURA INTERNATIONAL PLCの保有株券等の数及び株券等保有割合には、保有潜在株式が含まれております。

　

２．    当第２四半期会計期間において、ドイツ証券株式会社他２社から、以下のとおり、平成22年７月６日付で提出さ

れた大量保有報告書（変更報告書）により平成22年６月30日現在で77,675株を保有している旨の報告を受けて

おりますが、株主名簿の記載内容の確認ができないため、当社としては実質所有株式数の確認ができておりませ

ん。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

ドイツ銀行 ロンドン支店
Winchester House, 1 Great Winchester
Street, London EC2N 2DB, England, UK 

77,636 6.36

ドイツ証券株式会社
東京都千代田区永田町二丁目11番１号 山王
パークタワー

39 0.00

ドイチェ バンク セキュリ
ティーズ インク

60 Wall Street, New York, NY 10005-2858,
U.S.A.

－ －

合計 ― 77,675 6.36

(注)　　ドイツ銀行 ロンドン支店の保有株券等の数及び株券等保有割合には、保有潜在株式が含まれております。

　

３．    当第２四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社から、以下のとおり、平成22年７月７日付で提出さ

れた大量保有報告書（変更報告書）により平成22年６月30日現在で145,231株を保有している旨の報告を受けて

おりますが、株主名簿の記載内容の確認ができないため、当社としては実質所有株式数の確認ができておりませ

ん。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

エフエムアール エルエルシー
(FMR LLC)

82 Devonshire Street, Boston, 
Massachusetts 02109,USA

145,231 11.98

合計 ― 145,231 11.98

　

　

　

　

　

　

EDINET提出書類

ケネディクス株式会社(E05235)

四半期報告書

13/37



　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式1,211,982 1,211,982 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,211,982― ―

総株主の議決権 ― 1,211,982 ―

(注) 　 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が２株（議決権２個）含　

まれております。 

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 36,30028,90029,66034,35031,80023,950

最低(円) 27,90023,78023,60026,00019,46014,500

(注)　　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第２四半期連結累

計期間(平成21年１月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第

２四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平

成22年１月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、東陽監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,147 18,291

信託預金 3,314 4,916

営業未収入金 1,496 1,128

販売用不動産 52,400 63,909

仕掛販売用不動産 2,477 2,461

買取債権 1,921 3,210

未収還付法人税等 207 1,191

繰延税金資産 308 299

その他 2,576 3,265

貸倒引当金 △250 △137

流動資産合計 76,599 98,536

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 42,342 45,131

減価償却累計額 △1,383 △877

建物及び構築物（純額） 40,959 44,253

土地 58,042 53,461

その他 533 530

減価償却累計額 △96 △101

その他（純額） 436 428

有形固定資産合計 99,438 98,143

無形固定資産

のれん － 236

その他 40 38

無形固定資産合計 40 275

投資その他の資産

投資有価証券 20,445 19,047

出資金 389 300

長期貸付金 783 869

繰延税金資産 155 160

その他 3,327 1,570

貸倒引当金 △254 △300

投資その他の資産合計 24,846 21,647

固定資産合計 124,325 120,066

資産合計 200,924 218,603
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 434 436

短期借入金 5,938 16,898

1年内返済予定の長期借入金 34,541 48,970

1年内償還予定の社債 16,900 18,086

未払法人税等 2,845 502

預り敷金 1,545 2,294

繰延税金負債 － 1,722

関係会社整理損失引当金 571 －

その他 2,590 2,575

流動負債合計 65,367 91,488

固定負債

社債 7,403 8,553

長期借入金 69,530 60,529

繰延税金負債 4 7

退職給付引当金 42 34

長期預り敷金 3,140 3,067

その他 345 395

固定負債合計 80,465 72,588

負債合計 145,832 164,077

純資産の部

株主資本

資本金 23,787 23,787

資本剰余金 24,046 24,046

利益剰余金 △586 5

自己株式 － △88

株主資本合計 47,246 47,751

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7 31

繰延ヘッジ損益 － △3

為替換算調整勘定 △949 △1,038

評価・換算差額等合計 △941 △1,009

少数株主持分 8,786 7,784

純資産合計 55,091 54,525

負債純資産合計 200,924 218,603
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

営業収益 60,334 23,177

営業原価 47,038 15,740

営業総利益 13,295 7,436

販売費及び一般管理費

貸倒引当金繰入額 － 112

役員報酬 101 113

給料及び賞与 614 569

支払手数料 548 379

のれん償却額 614 221

その他 655 614

販売費及び一般管理費合計 2,534 2,010

営業利益 10,761 5,425

営業外収益

受取利息 28 16

消費税等簡易課税差額収入 － 258

為替差益 185 －

還付加算金 51 －

その他 88 79

営業外収益合計 354 354

営業外費用

支払利息 2,245 2,308

持分法による投資損失 1,518 5

支払手数料 698 394

その他 101 153

営業外費用合計 4,564 2,861

経常利益 6,552 2,918

特別利益

関係会社清算益 70 －

固定資産売却益 － 43

投資有価証券売却益 106 0

負ののれん発生益 － 30

その他 2 0

特別利益合計 180 73

特別損失

投資有価証券売却損 1,041 －

投資有価証券評価損 103 9

固定資産売却損 － 435

たな卸資産評価損 12,827 －

減損損失 － 1,068

関係会社整理損失引当金繰入額 － 571

その他 127 49

特別損失合計 14,099 2,135

匿名組合損益分配前税金等調整前四半期純利益又は
純損失（△）

△7,367 856

匿名組合損益分配額 △6 14

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△7,360 842

法人税等 ※1
 525

※1
 1,118

少数株主利益 954 259

四半期純損失（△） △8,840 △535
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業収益 47,571 17,984

営業原価 36,837 13,099

営業総利益 10,734 4,884

販売費及び一般管理費

役員報酬 48 63

給料及び賞与 345 338

支払手数料 238 185

のれん償却額 307 －

その他 260 306

販売費及び一般管理費合計 1,200 894

営業利益 9,533 3,989

営業外収益

受取利息 6 6

消費税等簡易課税差額収入 － 110

為替差益 127 －

還付加算金 51 －

持分法による投資利益 － 170

その他 56 61

営業外収益合計 241 348

営業外費用

支払利息 1,192 1,181

持分法による投資損失 383 －

支払手数料 243 220

その他 70 71

営業外費用合計 1,889 1,473

経常利益 7,885 2,864

特別利益

関係会社清算益 0 －

投資有価証券売却益 106 0

負ののれん発生益 － 30

その他 0 0

特別利益合計 107 30

特別損失

投資有価証券評価損 56 －

固定資産売却損 － 435

減損損失 － 789

関係会社整理損失引当金繰入額 － 571

その他 35 48

特別損失合計 91 1,845

匿名組合損益分配前税金等調整前四半期純利益 7,901 1,049

匿名組合損益分配額 31 1

税金等調整前四半期純利益 7,869 1,048

法人税等 ※1
 296

※1
 842

少数株主利益 923 88

四半期純利益 6,650 116
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△7,360 842

減価償却費 496 633

減損損失 － 1,068

のれん償却額 614 221

買取債権回収損益及び譲渡損益（△は益） 795 △58

匿名組合投資損益（△は益） △24 △174

貸倒引当金の増減額（△は減少） 22 61

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） － 571

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5 －

受取利息 △28 △16

支払利息 2,245 2,308

持分法による投資損益（△は益） 1,518 5

投資有価証券売却損益（△は益） 934 －

投資有価証券評価損益（△は益） 103 －

売上債権の増減額（△は増加） △80 △368

仕入債務の増減額（△は減少） △54 4

たな卸資産の増減額（△は増加） 45,826 11,591

買取債権の回収及び譲渡による収入 1,378 1,248

買取債権の購入による支出 △400 －

匿名組合出資金の分配金受取による収入 437 351

その他 △342 △1,425

小計 46,086 16,866

利息及び配当金の受取額 70 67

利息の支払額 △2,401 △1,759

法人税等の支払額 △646 △550

法人税等の還付額 4,583 1,060

営業活動によるキャッシュ・フロー 47,692 15,684

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △731 △6,169

有形固定資産の売却による収入 2 3,856

無形固定資産の取得による支出 △23 △8

貸付けによる支出 △240 △46

貸付金の回収による収入 30 －

投資有価証券の取得による支出 － △644

投資有価証券の売却による収入 1,803 －

関係会社株式の取得による支出 － △496

関係会社出資金の払込による支出 △869 －

関係会社株式の売却による収入 367 －

その他 △308 △1,786

投資活動によるキャッシュ・フロー 29 △5,293

EDINET提出書類

ケネディクス株式会社(E05235)

四半期報告書

20/37



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 26,748 3,575

短期借入金の返済による支出 △57,485 △14,535

長期借入れによる収入 20,692 19,695

長期借入金の返済による支出 △29,464 △25,467

社債の償還による支出 △3,127 △2,327

少数株主からの払込みによる収入 － 1,208

少数株主への配当金の支払額 △77 △15

少数株主への分配による支出 △7,119 △439

配当金の支払額 △2 －

その他 127 △31

財務活動によるキャッシュ・フロー △49,708 △18,338

現金及び現金同等物に係る換算差額 △60 112

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,046 △7,834

現金及び現金同等物の期首残高 16,281 21,665

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△275 △84

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 13,959

※1
 13,746
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

１　連結の範囲の変更

（1）連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間において、㈲ケイディーエックス・ワン他５社は重要性が低下したことから、連結の

範囲から除外しております。なお、匿名組合KRF34他１社は新規設立したこと、㈱シー・アンド・ケーは持分を追

加取得したことから、第１四半期連結会計期間より連結子会社に含めております。

当第２四半期連結会計期間において、㈲ユキツバキ・インベストメントは重要性が低下したことから、連結の

範囲から除外しております。

（2）変更後の連結子会社の数

  64社

 
２　持分法適用の範囲の変更

（1）持分法適用関連会社の変更

第１四半期連結会計期間において、㈲ケイアンドピーインベストメントは清算結了したことから、持分法適用

の範囲から除外しております。前連結会計年度まで持分法適用の関連会社であった㈱シー・アンド・ケーは、持

分を追加取得したことから第１四半期連結会計期間より連結子会社に含めております。

当第２四半期連結会計期間において、㈲エウロパ・インベストメント他３社は清算結了したこと、匿名組合

サービスアセット都心ファンドは匿名組合が終了したこと、(同)CKRF6は持分の全部を譲渡したこと、㈱コマー

シャル・アールイーは民事再生法の規定による再生手続開始の決定を受けており、かつ、実質的に影響力を有し

ているとは認められなくなったことから、持分法適用の範囲から除外しております。なお、㈱マックスリアル

ティーは実質的に影響力を有していると認められることから、当第２四半期連結会計期間より持分法適用の関

連会社に含めております。

（2）変更後の持分法適用関連会社の数

  73社

 

３　会計処理基準に関する事項の変更

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

当第２四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)、

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)、「『研究開発費等に係る会計基

準』の一部改正」(企業会計基準第23号 平成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準

第7号 平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号 平成20年12月26日)、「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日)を適

用しております。
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

　

（四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました営業外収益の「還付加算金」（当第２四半期連結

累計期間７百万円）については、重要性が乏しくなったため、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

す。

　前第２四半期連結累計期間において、「その他」に含めて表示しておりました販売費及び一般管理費の「貸倒引

当金繰入額」（前第２四半期連結累計期間21百万円）、営業外収益の「消費税等簡易課税差額収入」（前第２四

半期連結累計期間２百万円）、特別利益の「固定資産売却益」（前第２四半期連結累計期間０百万円）、特別損失

の「固定資産売却損」（前第２四半期連結累計期間１百万円）については、重要性が増したため、当第２四半期連

結累計期間より区分掲記しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました営業活動によるキャッシュ・フローの「退職給付

引当金の増減額（△は減少）」「投資有価証券売却損益（△は益）」「投資有価証券評価損益（△は益）（当第

２四半期連結累計期間はそれぞれ７百万円、△０百万円、９百万円）、投資活動によるキャッシュ・フローの「貸

付金の回収による収入」「投資有価証券の売却による収入」「関係会社株式の売却による収入」（当第２四半期

連結累計期間はそれぞれ９百万円、４百万円、０百万円）、財務活動によるキャッシュ・フローの「配当金の支払

額」（当第２四半期連結累計期間△０百万円）については、重要性が乏しくなったため、それぞれ当第２四半期連

結累計期間より営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」、投資活動によるキャッシュ・フローの「その

他」、財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しております。 

　前第２四半期連結累計期間において、「その他」に含めて表示しておりました投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「投資有価証券の取得による支出」「関係会社株式の取得による支出」（前第２四半期連結累計期間はそ

れぞれ△１百万円、△１百万円）、財務活動によるキャッシュ・フローの「少数株主からの払込みによる収入」

（前第２四半期連結累計期間127百万円）については、重要性が増したため、当第２四半期連結累計期間より区分

掲記しております。

　

　

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

（四半期連結貸借対照表関係）

　前第２四半期連結会計期間において、固定負債の「その他」に含めて表示しておりました「長期預り敷金」（前

第２四半期連結会計期間1,685百万円）については、重要性が増したため、当第２四半期連結会計期間より区分掲

記しております。　

 

（四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました営業外収益の「還付加算金」（当第２四半期連結

会計期間６百万円）については、重要性が乏しくなったため、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

す。

　前第２四半期連結会計期間において、「その他」に含めて表示しておりました営業外収益の「消費税等簡易課税

差額収入」（前第２四半期連結会計期間１百万円）、特別損失の「固定資産売却損」（前第２四半期連結会計期

間０百万円）については、重要性が増したため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

（棚卸資産の評価方法）

　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております。　
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。　

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用しております。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

（匿名組合損益の会計処理）

　匿名組合が獲得した純損益の持分相当額については、従来、営業収益に計上しておりましたが、金額的重要性が増

してきたため、第１四半期連結会計期間より純利益については営業収益に、純損失については営業原価に計上して

おります。この結果、従来の方法によった場合に比較して、営業収益及び営業原価が341百万円多く計上されており

ます。

これにより、営業利益及び経常利益、税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

１　偶発債務 　
　当社グループは、(同)ヘルスケア・ワン他２社に対し
て、642百万円を上限として７年間賃料保証をする旨の
契約を締結しております。
　当社グループは、(同)トランザムアルファに対して、月
額64百万円を上限として５年間賃料保証をする旨の契
約を締結しております。
　当社グループは、㈲アール・ケイダブリュー・ツーが
締結している金銭消費貸借契約書に関連して、開発案件
の工事完成時期の遅延等により、貸付人に対して損害を
与えた場合には、当第２四半期連結会計期間末の借入金
残高2,673百万円を上限として、貸付人が被った損害を
賠償するスポンサー・レターを差し入れております。
 

１　偶発債務 　
　当社グループは、(同)ヘルスケア・ワン他２社に対し
て、642百万円を上限として７年間賃料保証をする旨の
契約を締結しております。 
　当社グループは、㈲アール・ケイダブリュー・ツーが
締結している金銭消費貸借契約書に関連して、開発案件
の工事完成時期の遅延等により、貸付人に対して損害を
与えた場合には、当連結会計年度末の借入金残高2,750
百万円を上限として、貸付人が被った損害を賠償するス
ポンサー・レターを差し入れております。 

２　停止条件付債権売付契約
　当社グループは、一定条件に該当した場合に、他社が組
成したファンドのメザニンローン債権を取得する内容
の停止条件付債権売付契約を締結しております。本契約
により、当社グループは契約締結対価として手数料収入
を得る一方で、金融機関のプットオプションの行使によ
り、メザニンローンを取得する義務を負いますが、これ
により担保不動産に係る売却指図権を得ることになり、
担保不動産の処分により債権を回収する以外に、当社グ
ループまたは当社グループが組成するファンドにおい
て、対象不動産を取得することが可能となります。
　当社グループが、当第２四半期連結会計期間末現在、締
結している停止条件付債権売付契約における対象債権
金額は4,652百万円であります。
 
 

２　停止条件付債権売付契約
　当社グループは、一定条件に該当した場合に、他社が組
成したファンドのメザニンローン債権を取得する内容
の停止条件付債権売付契約を締結しております。本契約
により、当社グループは契約締結対価として手数料収入
を得る一方で、金融機関のプットオプションの行使によ
り、メザニンローンを取得する義務を負いますが、これ
により担保不動産に係る売却指図権を得ることになり、
担保不動産の処分により債権を回収する以外に、当社グ
ループまたは当社グループが組成するファンドにおい
て、対象不動産を取得することが可能となります。
　当社グループが、当連結会計年度末現在、締結している
停止条件付債権売付契約における対象債権金額は4,668
百万円であります。 
　なお、前連結会計年度末において金融機関よりプット
オプションの行使を受けておりましたメザニンローン
（債権金額5,000百万円、譲渡価額5,000百万円）につき
ましては、当連結会計年度において、支払いを完了して
おります。 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年６月30日)

※１　当第２四半期連結累計期間に係る法人税、住民税及

び事業税と法人税等調整額については、当該科目を

一括して記載しております。

※１　　　　　　　　　　同左

　

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年６月30日)

※１　当第２四半期連結会計期間に係る法人税、住民税及

び事業税と法人税等調整額については、当該科目を

一括して記載しております。

※１　　　　　　　　　　同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
  至　平成22年６月30日)

※１現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 10,818 百万円

信託預金  　4,774 　

　　　計   15,592

３か月超定期預金    △142   　　

使途制限付信託預金(注)  △1,491

現金及び現金同等物 13,959 百万円

(注)テナントから預っている敷金保証金の返還のために

留保されている信託預金等

※１現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係　　　　

 

現金及び預金勘定 12,147 百万円

信託預金    3,314 

　　　計  
  15,462  　　　　

　　　　

３か月超定期預金    △100　　

担保に供している預金等  　△621

使途制限付信託預金(注)    △994

現金及び現金同等物 13,746 百万円

(注)テナントから預っている敷金保証金の返還のために

留保されている信託預金等

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日

　至　平成22年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,211,982

　
　

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日)

(単位:百万円)

　
不動産投資
アドバイザ
リー事業

不動産投資
事業

アセットマ
ネジメント
事業

債権投資
マネジメン
ト事業

計
 

消去又は
全社

連結
 

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

387 44,507 921 1,75547,571 ― 47,571

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

8 ― 410 ― 419 (419) ―

計 396 44,507 1,332 1,75547,991(419) 47,571

営業利益又は営業損失(△) 182 8,817 844 △73 9,771(237) 9,533

　

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

(単位:百万円)

　
不動産投資
アドバイザ
リー事業

不動産投資
事業

アセットマ
ネジメント
事業

債権投資
マネジメン
ト事業

計
 

消去又は
全社

連結
 

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

664 15,923 1,044 35117,984 ― 17,984

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

54 ― 349 ― 403 (403) ―

計 719 15,923 1,394 35118,387(403) 17,984

営業利益 429 2,673 995 1844,281(292) 3,989

　

EDINET提出書類

ケネディクス株式会社(E05235)

四半期報告書

27/37



　

前第２四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

　
不動産投資
アドバイザ
リー事業

不動産投資
事業

アセットマ
ネジメント
事業

債権投資
マネジメン
ト事業

計
 

消去又は
全社

連結
 

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

853 55,986 1,697 1,79660,334 ― 60,334

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

8 ― 732 ― 740 (740) ―

計 862 55,986 2,429 1,79661,074(740) 60,334

営業利益又は営業損失(△) 492 10,343 1,560△1,03811,357(595) 10,761

　　

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

　
不動産投資
アドバイザ
リー事業

不動産投資
事業

アセットマ
ネジメント
事業

債権投資
マネジメン
ト事業

計
 

消去又は
全社

連結
 

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

942 19,859 1,923 45123,177 ― 23,177

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

71 ― 688 ― 759 (759) ―

計 1,014 19,859 2,611 45123,937(759) 23,177

営業利益 521 3,609 1,679 1135,924(498) 5,425

(注) １　事業区分の方法

　　　　　 当社グループの事業内容を勘案しております。

　　 ２　各事業の主な内容

　 （1）不動産アドバイザリー事業
不動産売買の仲介、不動産投資の案件発掘、投資実行のコンサルティング及び
不動産ファンドへの共同投資

　 （2）不動産投資事業 自己勘定による不動産投資

　 （3）アセットマネジメント事業 不動産の管理及び投資対象物件の価値上昇のためのコンサルティング

　 （4）債権投資マネジメント事業
債権売買の仲介、債権投資の案件発掘、投資実行のコンサルティング及び自己
勘定による債権投資
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【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)及び当第２四半期連結会計期

間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成21年１月１

日　至　平成21年６月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

　

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)及び当第２四半期連結会計期

間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成21年１月１

日　至　平成21年６月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

　海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

　 　

　 38,206円01銭
　

　 　

　 38,577円82銭
　

　

２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　　第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△)
 

△13,887円30銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、潜在株式は存在しますが１株当たり四半期純損失で
あるため記載しておりません。

　

１株当たり四半期純損失金額(△)
 

△442円00銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、潜在株式は存在しますが１株当たり四半期純損失で
あるため記載しておりません。
　

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)
(百万円)

△8,840 △535

普通株式に係る四半期純損失(△)(百万円) △8,840 △535

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 636,567 1,211,773

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株
式について前連結会計年度末から重要な変動がある
場合の概要

－ －
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　　第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額
 

10,446円83銭
 

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

9,626円86銭

　

１株当たり四半期純利益金額 
 

　96円16銭
 

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

98円27銭
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 (百万円) 6,650 116

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 6,650 116

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 636,617 1,211,891

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定
に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳（百
万円）　

　 　

　支払利息（税額相当額控除後） － 7

四半期純利益調整額（百万円） － 7

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定
に用いられた普通株式増加数(株)

54,224 52,655

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株
式について前連結会計年度末から重要な変動がある
場合の概要

－ －
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(重要な後発事象)

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

1.　当社は、平成22年７月15日開催の当社取締役会において、公募による新株式発行及びグリーンシューオ
プション付与者に対する第三者割当による新株式発行を決議いたしました。その概要は以下のとおりで
す。
 (1)公募による新株式発行の概要 
　当社は、平成22年７月15日開催の当社取締役会決議に基づき、次のとおり、公募による新株式を発行して
おります。 
①発行する株式の種類及び数 
　当社普通株式 1,019,204株 
②募集の方法 
（ⅰ）国内一般募集にかかる当社普通株式 343,464株 
（ⅱ）海外募集にかかる当社普通株式 560,536株 
　    また、海外募集に関し、海外引受会社に対して付与する追加的に発行する当社普通株式を       買
取る権利の対象株式として当社普通株式 115,204株 
③発行価格 
　１株につき14,855円 
④発行価額 
　１株につき13,911円 
⑤発行価額の総額 
　14,178百万円 
⑥増加する資本金及び資本準備金の額 
　増加する資本金の額 7,089百万円 
　増加する資本準備金の額 7,089百万円 
⑦払込期日 
　平成22年８月３日
 
 (2)グリーンシューオプション行使に伴う第三者割当による新株式発行の概要 
①グリーンシューオプションについて 
　平成22年７月15日開催の当社取締役会において決議された公募による新株式発行に伴い、その需要状況
等を勘案し、日興コーディアル証券株式会社が当社株主より借受ける当社普通株式20,396株の日本国内
における売出し（オーバーアロットメントによる売出し）を行っております。この日興コーディアル証
券株式会社が当社株主より借受ける当社普通株式の返還を目的として、日興コーディアル証券株式会社
を割当先とし、平成22年９月１日を払込期日とする第三者割当増資の決議を行っております。これに関連
して、当社は、割当先である日興コーディアル証券株式会社に対して、オーバーアロットメントによる売
出しにかかる株式数を上限として、下記②に記載した条件による第三者割当増資の割当を受ける権利
（グリーンシューオプション）を付与する決議を同日の取締役会において行っております。なお、当社取
締役会は、第三者割当増資予定株式数20,396株全てについて決議しておりますが、シンジケートカバー取
引が行われた場合には、その株数に応じて、当該第三者割当増資を行う株式数が減少または当該第三者割
当増資が中止されることがあります。 
②第三者割当増資について 
（ⅰ）発行する株式の種類及び数 
　    当社普通株式 20,396株 
（ⅱ）募集の方法 
　    グリーンシューオプション付与者に対する第三者割当増資 
（ⅲ）発行価額 
　    １株につき13,911円 
（ⅳ）発行価額の総額 
　    283百万円 
（ⅴ）増加する資本金及び資本準備金の額 
　    増加する資本金の額 141百万円 
　    増加する資本準備金の額 141百万円 
（ⅵ）払込期日 
　    平成22年９月１日
 (3)調達資金の使途 
　国内一般募集の手取概算額、海外募集の手取概算額上限、グリーンシュー第三者割当の手取概算額上限
及び下記2.(2)に記載した伊藤忠商事株式会社に対する第三者割当の手取概算額を合わせた手取概算額
合計上限150億円の内、75億円を平成22年11月９日に償還期限を迎える当社第１回無担保公募社債149億
円の償還資金の一部として充当、残額を平成23年12月末までにファンド組成の為の共同投資、ウェアハウ
ジング（ファンド組成の為の一時的な保有を含む。）の為の不動産取得等の投融資資金に充当すること
を予定しております。
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当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

2.　当社は、平成22年７月15日開催の当社取締役会において、伊藤忠商事株式会社との業務提携及び第三者
割当による新株式発行を決議いたしました。その概要は以下のとおりです。 
  なお、当該契約に基づく新株式発行につきましては、平成22年８月４日に払込が完了しております。
 (1)業務提携の概要 
①業務提携契約締結日 
　平成22年７月15日 
②業務提携開始日 
　下記(2)に記載した伊藤忠商事株式会社を割当先とする本第三者割当の払込完了後 
③業務提携先 
　伊藤忠商事株式会社 
④業務提携の内容 
（ⅰ）ケネディクス不動産投資法人向けのウェアハウジングファンド、底地を取得対象とするファ
      ンドなど新規不動産ファンドの共同組成の検討 
（ⅱ）アセットマネジメント関連業務における人材交流の推進 
（ⅲ）国内外投資家ネットワークに関する情報共有
 (2)第三者割当による新株式発行の概要 
①発行する株式の種類及び数 
　当社普通株式 60,000株 
②募集の方法及び割当先 
  第三者割当の方法により、伊藤忠商事株式会社に割当 
③発行価額 
　１株につき14,855円 
④発行価額の総額 
　891百万円 
⑤増加する資本金及び資本準備金の額 
　増加する資本金の額 445百万円 
　増加する資本準備金の額 445百万円 
⑥払込期日 
　平成22年８月４日 
⑦調達資金の使途 
　上記1.(3)に記載のとおりです。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月７日

ケネディクス株式会社

取締役会  御中

　

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　金野栄太郎　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山田嗣也　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　太田裕士　　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているケネ

ディクス株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ケネディクス株式会社及び連結子会社の平成

21年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報 

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社及び連

結子会社は第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。 

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月９日

ケネディクス株式会社

取締役会  御中

　

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　金野栄太郎　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山田嗣也　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　太田裕士　　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているケネ

ディクス株式会社の平成２２年１月１日から平成２２年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結

会計期間（平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２２年

１月１日から平成２２年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ケネディクス株式会社及び連結子会社の平成

２２年６月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計

期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成22年7月15日開催の取締役会において、新株式発行を

決議した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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